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オープンデータとは何か？ 

正確には、“Open 
Government Data 

Movement” 

 

 

 

•公共機関が税金で作り管理している 
 
①原則、すべてのデータを、 
②機械判読に適した形で公開し、 
③営利・非営利を問わず、 
④利用・再利用を可能とし、 
⑤新たな価値を創出していこう 
 
とする取組み。 
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機械判読に適した形でのデータ公開 

有料ソフトでしか参照できない文書 

•データ形式：ＸＬＳＸ、ＤＯＣＸ 

•データ利用者が有料ソフトを購入する必要が
あるため、オープンデータには不適 

コンピュータがデータ構造を認識し、データを処理（加
工・編集）できる形式や国際標準化され、商用アプリ
ケーションに依存せず利用できる形式で公開する。 
（データ形式例：ＣＳＶ、ＸＭＬ、ＴＸＴ、ＲＤＦ等） 
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機械判読に適したデータの例 

人口 

市 町 総数 
性別 

男 女 

A市 

あ町 19,000 10,000 9,000 

い町 13,000 7,000 6,000 

う町 9,500 5,000 4,500 

B市 
え町 11,500 6,000 5,500 

お町 13,000 7,000 6,000 

C市 
か町 8,400 4,000 4,400 

き町 14,500 7,000 7,500 

市 町 総人口 男性人口 女性人口 

A市 あ町 19,000 10,000 9,000 

A市 い町 13,000 7,000 6,000 

A市 う町 9,500 5,000 4,500 

B市 え町 11,500 6,000 5,500 

B市 お町 13,000 7,000 6,000 

C市 か町 8,400 4,000 4,400 

C市 き町 14,500 7,000 7,500 

人が見やすい形に加工（編集） 
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機械判読（処理）には不向き 機械判読（処理）に適している 

加工（編集）しないそのままのデータ 

ホームページでは、Excelで公開 変換 ホームページでは、CSVで公開 

オープン
データ化 



国におけるオープンデータの取組み 

平成２４年 
    ７月 「電子行政オープンデータ戦略」 

・機械判読可能なデータ形式、営利目的を含む二次利用 
 の促進、スモールスタートなどの４つの基本原則を記載 
・推進体制として、官民による実務者会議について記載 

平成２５年 
    ６月 「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」

を閣議決定 

・経済活性化の取組としてオープンデータを位置づけ 
・データカタログサイトについて、平成25年度に試行版、 
 平成26年度に本格運用を開始することを記載 
・2015年度末に他の先進国と同水準の公開の実現を目標 

「世界最先端ＩＴ国家創造宣言工
程表」 

・創造宣言の目標実現に向けた関係府省の施策を記載 

平成２６年 
    ６月 

「世界最先端ＩＴ国家創造宣
言」及び工程表 改定 

・民間のニーズ等を踏まえたカタログ掲載データの充実、 
 地方公共団体のオープンデータの取組の促進等を追記 

「政府標準利用規約（第1.0版）」 
・各府省ホームページで公開するコンテンツについて、 
 基本的に、出典の記載を条件に二次利用を認める 

平成２６年１０月  データカタログサイト本格版 運用開始 

平成２５年１２月  データカタログサイト試行版 立ち上げ 

平成24年12月電子行政オープンデータ実務者会議（第１回）開催
平成25年6月内閣情報通信政策監（政府ＣＩＯ）設置 
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オープンデータ化推進 これまでの経緯・取組内容 

平成２５年６月   第２次石巻市地域情報化基本計画策定 

            ⇒ 「オープンデータによる新たなビジネスモデルの創出」を施策 
             の１つとして位置付け。 

 

平成２６年４月   ＩＣＴ総合推進室の創設 

            ⇒ オープンデータ化の推進を所掌する。 
                ＩＴ関連企業、先進自治体、大学関係者等と意見交換を実施 

 

平成２６年６月   庁内にワーキンググループを設置し検討に入る。 

            ⇒ オープンデータ化を推進する基本方針（指針）の策定を主目 
             的とし、総務課、秘書広報課、行政経営課、情報システム課の 
             課長補佐が委員。 これまで計４回を開催し、指針（案）を策定。 

 

平成２６年８月   「オープンデータ自治体普及作業部会」への参加 

            ⇒ 内閣府・経済産業省からの要請を受け参加を承諾。９月末ま 
             でに３／５ 回を開催。 
               これからオープンデータに取組む自治体向けのガイドライン 
             の策定を行う。 
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石巻市におけるオープンデータ実施の位置付けと意義 
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オープンデータの
位置付け 

行政情報は、市民・企業との共有財産であるとの理念の下に構
築する、市民・企業等に開かれた情報インフラストラクチャー 

国が位置付けている「透明性」、「国民参加」、「経済の活性化」の観点
から、実施する意義・目的を整理すると・・・ 

国での位置付け 石巻の現状 オープンデータ化することで期待されること 

・透明性 ・ホームページ上で各種情報を公開 
 ⇒ 自分から閲覧しないと情報が取れない。 
・Ｅｘｃｅｌ、Ｗｏｒｄ、ＰＤＦ等のデータでは公開 
 ⇒ 特定のソフトウェアに依存、利用しにくい。 

・機械処理可能となることで多様なアプリ作成につながる。 
 ⇒ プッシュ式での情報発信も可能となり、より多くの市 
   民が情報を得られる。 

・市民参加 ・イベント、市政教室等への参加 ・個人や民間団体等でのアプリ開発 
・プッシュ式の情報発信によりイベント参加者が増える。 

・オープンデータを利用する前段として開催される、アイ
デアソンやハッカソンへの参加 

・経済の活性化 ・公開している情報が二次利用を念頭におい
ていないため、企業活動につながる情報分析
がしにくい。 

・利用者側の手間が省け情報分析等で利活用しやすい
環境となり、企業活動の活性化につながる。 

・利用者ニーズに可能な限り応えることにより、産学官民
連携した取組みにつながる。 

・ＩＣＴ関係者から注視されることによりアプリ開発等に関
心を寄せる若年層の残留、交流人口の増加につながる。 



「石巻市オープンデータの推進に関する指針」 
策定の考え方 

（１）推進するうえでの基本的な考え方の整理 

 ・取り組む意義、方向性の明確化 

 

（２）具体的な取組みに関する基本的な考え方の整理 

 

・二次利用促進のためのルール 
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・利活用推進のための考え方 

 

・推進体制及び適用範囲の明確化 

 

・推進のための環境基盤の整備 

 ・取組みの基本方針 

 ・対象とする情報 



オープンデータの対象となるデータの考え方 

原則、すべ
てをオープン
データ化し公

開 

分類 

・ 個人データ又は個人属性のないデータ 

・ 機密データ又は非機密データ 

・ 継続的に更新されているデータ又は一時的で更新 
  されないデータ 

・ 存在が明確なデータ又は存在が不明確なデータ 

・ 更新されなくても意義が継続するデータ又は一時的 
  で一定期間が過ぎれば意義を失うデータ 

分類 それでは石巻市で公開できる
データの範囲は？ 

・ 個人属性のないデータ 

・ 非機密データ 

・ 存在が明確なデータ 

・ 継続的に更新されているデータ及び更新されなくて 
 も意義が継続するデータ 

市の保有す
るデータ 

・ 市が著作権を保有しているデータ又は保有していない 
  データ 

・ 市が著作権を保有している又は著作権が存在しないデータ 
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対象 



石巻市におけるオープンデータ化の進め方① 

オープンデータ化するデータの優先順位（スモール・スタート） 

※ 職員への負荷は必要最小限に抑えることを基本とする。 

① 既にホームページでエクセル等により公開しているもの 

② 現時点では公開していないが、市民・企業等からの関心が高く、 
 客観的に利用価値が高いと見込まれるもの（例：市報） 

③ 現時点では公開していないが、公開が望ましいと考えられるもの 

前提条件  

 複数の個別のデータを統合し新たなデータとしてオープンデータ化
を図ることは原則、行わない。ただし、その内容から判断してオープン
データ化する必要度が高いと認められる場合は、この限りではない。 
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石巻市におけるオープンデータ化の進め方② 

行政情報のオープンデータ化の実施手法 

①保有情報を調査・整理（オープンデータ化可能な情報の整理） 

②職員に対する啓蒙 

④データ作成時と公開時の具体的な運用の取り決め 

今後の展開手法  

策定した指針に基づき、 
①統計情報等ホームページにExcel形式で公開しているデータは可能 
 な限り年度内にオープンデータ化し公開する。 
②同じ情報でも、作成する職員によってバラつきが生じないように運 
 用基盤を構築し、職員による継続的な取組みにつなげる。 
③民間団体、企業、大学等と連携し、利用者ニーズの把握に努める。 
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③事務手続きフローの作成等、運用基盤の確立 



※ホームページで発信したイベント情報の例 ※発信者ごとに発信されている情報が不統一 
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市のホーム
ページ及び 

無償のカタロ
グサイトで公開 

アプリ開発 

各課保有の 
行政情報 

データ形式：ＣＳＶ等 

【アプリ開発の例】 
 

①観光ﾙｰﾄ・店舗案内 
②消火栓位置検索 
③避難ルート案内 
 

【利用イメージ】 
 

①手軽な観光ガイドの役割。 
②目視で確認困難な状況下でも正確な位置を把握。 
③土地勘がなくても避難ルートがわかる。 
 

オープンデータ化 

オープンデータ利用者 

市（自治体） 

・個人のＩＴスキル向上 
・地域課題の解消 
・人財育成 

情報分析、可視化、共有 

各人が携帯・ス
マホ等で利用 

★オープンデータ相関図 

アプリ開発の例と利用イメージ 

【考えられる利用イメージ】 
 

①情報分析に基づく企業戦略 
 ・事業所移転、地域への進出 
 ・消費拡大、市場拡大 
 ・商品開発・技術支援 

②地図上に、災害危険箇所や事故多 
 発箇所を可視化・情報発信し、防災・ 
 減災意識の向上につなげる。 
③大規模災害を経験した被災自治体 
 特有の情報を、防災・減災対策で活 
 用してもらう。 
  

・自社データとの融合 
・研究テーマでの活用 
・地域の特性を掴むための 
 情報分析 

個人 民間団体 企業 大学 

利用 

各々の分野で営利・非営利を問わず自由な利用 

行政 

ニーズ 
可能な範囲で
ニーズを反映 

新たなビジ
ネスモデル
創出の期待 
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オープンデータの利用例 

ＮＯ ホームページに掲載して
いるデータ例 

オープンデータとしての利用
イメージ 

オープンデータとしての利用
効果 

他自治体の参考例 

１ 避難所一覧 今いる場所で一番近い避難
所を探せるアプリの開発 

市民の避難所への退避が容
易になり、災害時の死傷者
の削減につながる 

例１： 

福井県鯖江市の公共トイレ
の位置・ルート 

２ 予算 各種税の自治体での使わ
れ方をインターネット上で明
示 

自治体での税の使われ方を
知ることにより、自治体行政
への参加意識が向上する。 

例２： 

「税金はどこへいった」の石
巻市版 

３ 空間放射線線量率 市内各地での空間放射線
線量率の経過を明示 

自治体の情報公開への姿勢
が示せるとともに市民の安
心感の向上につながる 

例３： 

会津若松市の市内各地での
空間放射線線量率の経過 

例１ 例２ 例３ 
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Ⅲ.目指すべき社会・姿を実現するための取組 
  １．革新的な新産業・新サービスの創出と全産業の成長を促進する社会の実現 
   （１）オープンデータ・ビッグデータの活用の推進 
    ① 公共データの民間開放（オープンデータ）の推進 

 公共データについては、オープン化を原則とする発想の転換 
を行い、ビジネスや官民協働のサービスでの利用がしやすい 
ように、政府、独立行政法人、地方公共団体等が保有する多 
様で膨大なデータを、機械判読に適したデータ形式で、営利目 
的も含め自由な編集・加工等を認める利用ルールの下、イン 
ターネットを通じて公開する。 
 このため、電子行政オープンデータ推進のためのロードマッ 
プを踏まえ、2013年度から、公共データの自由な二次利用を 
認める利用ルールの見直しを行うとともに、機械判読に適した 
国際標準データ形式での公開の拡大に取り組む。また、各府 
省庁が公開する公共データの案内・横断的検索を可能とする 
データカタログサイトについて、2013年度中に試行版を立ち上 
げ、広く国民の意見募集を行い、2014年度から本格運用を開 
始し、民間のニーズ等を踏まえ、当該サイトの掲載データを充 
実させる。あわせて、データの組み合わせや横断的利用を容 
易とする共通の語彙（ボキャブラリ）の基盤構築にも取り組む。 
 さらに、各府省庁のWebサイトで提供するデータベースにつ
い 
て、API機能の整備を利用ニーズの高いものから優先的に進 
め、政府等で提供するAPIを紹介し、その機能や利用方法を解
説するAPIの総合カタログを提供する。 

 2014年度及び2015年度の２年間を集中取組期間と位置 
づけ、2015年度末には、他の先進国と同水準の公開内容 
を実現する。 
 地方公共団体については、その保有する公共データ等 
の流通・連携・利活用を効果的に行うための技術の開発・ 
実証、観光等の公共データを一元的にオープン化する基 
盤の構築、地方公共団体における取組に関する考え方の 
整理等により、オープンデータの取組を促進する。 
 また、公共データの利用促進のために、コンテスト手法 
の活用、活用事例集の作成等により、利用ニーズの発掘・ 
喚起、利活用モデルの構築・展開やデータを活用する高 
度な人材育成にも積極的に取り組み、新ビジネス・新サー 

ビスの創出を支援する。 

オープンデータ自治体普及作業部会の設置 
平成２６年８月～１２月で計５回を開催予定 
（現在まで３回を実施） 
 ⇒ これからオープンデータに取組む自治体向け 
  のガイドラインを策定。 
    本市も構成員として参加。 


